
　　　　　　　　　　令和6（2024）年度栃木県職員功績賞（知事表彰） 10件

部　局　名 現所属 担当等名又は氏名 功　績　内　容

1

総合政策部
生活文化スポーツ部
教育委員会事務局

総合政策課
文化振興課
教育政策課
生涯学習課

政策企画・地方創生担当
文化芸術担当

企画調整担当（総務）
施設担当

○「栃木県『文化と知』の創造拠点整備構想」の策定について

［重点事業等への取組］
　県立美術館、図書館、文書館を「文化と知」の創造拠点として整備する
ため、構想策定検討委員会を設置し、「栃木県『文化と知』の創造拠点整
備構想」を策定した。

2 産業労働観光部 国際経済課
国際戦略推進担当
地域外交担当

○本県の国際化施策の着実な推進について

［重点事業等への取組］
とちぎベトナムサポートハブの開設や経済交流ミッション団の派遣などに
より、ベトナムとの民間主体の経済交流を促進させ、着実に成果を残し
た。また、米国などへの訪問やインド大使館での初イベント等を通じて、
各国との友好交流を促進させるなど、本県の国際化施策の推進に顕著な
功績をあげた。

3 農政部

生産振興課
経営技術課
経済流通課

各農業振興事務所
農業総合研究センター

いちご研究所

―

○新品種「とちあいか」の主力品種への大転換について

［重点事業等への取組］
農政部関係各課・出先機関が一体となって、新品種「とちあいか」の導入
を推進したことにより、令和7年産の作付面積が全体の約8割を占めるま
で拡大し、本県いちごの主力品種に転換した。また、生産拡大に伴い、販
売金額は2年連続で過去最高を更新し、いちご生産者の所得向上に大き
く貢献した。

4 農政部 県央家畜保健衛生所 主任　　小笠原　悠

○クロバエによる豚熱ウイルスの伝播リスク評価について

［研究成果等］
本研究により、クロバエが豚熱の感染経路の一つになり得る知見が得ら
れた。今後は、農場におけるクロバエ対策の有効性を検証することで、豚
熱の発生予防に寄与することが期待される。

5 県土整備部 道路保全課 計画保全担当

○栃木県道路啓開計画の策定について

［重点事業等への取組、緊急・困難事案等への対応］
大規模地震災害発生直後の初動対応や救助・救援活動における緊急車
両等の通行ルートを迅速かつ的確に確保するため、「栃木県道路啓開計
画」を策定した。

6 県土整備部 安足土木事務所 整備部整備第一課

○中橋架け替え工事の通行止め対応及びイベントの実施について

［重点事業等への取組］
長年の懸案であった堤防嵩上げによる治水安全度向上のため、令和3年
度から架け替え工事が行われている。令和6年10月1日から県内で前例
のない大規模かつ長期間の県道通行止めにあたり、地元のみならず県
内外への周知措置をするとともに、架け替え記念イベントを実施し、事業
推進の機運醸成を図った。

7
危機管理防災局
総合政策部
経営管理部

危機管理課
市町村課
人事課

総務企画担当
行政担当
人事担当

○能登半島地震に係る応急対策職員の派遣について

［緊急・困難事案等への対応］
石川県穴水町の対口支援団体として、県・市町が一体となった支援体制
を構築するとともに、現地で円滑に活動ができるよう応援職員へのきめ細
かなサポートを行い、約4か月間、延べ282人を派遣し、被災地の復旧・復
興や被災者支援に尽力した。

8 会計局 会計管理課
業務改革担当
会計管理担当

○ＰＯＳレジの導入によるキャッシュレス決済の推進及び収入証紙の廃
止に向けた対応について

［重点事業等への取組］
ＰＯＳレジを導入し、窓口申請であってもキャッシュレス決済可能な環境を
整備した。また、収入証紙の廃止を見据え、関係者との調整や収入証紙
条例の廃止等の手続きを行うなど、「とちぎ行革プラン２０２１」に掲げる
「行政手続のオンライン化」や「電子収納の推進」に大きく貢献した。

9 企業局
電気課

今市発電管理事務所
施設担当
施設第二課

○風見発電所全面改修事業について 

［重点事業等への取組］
風見発電所の全面改修により、電力の安定供給や温室効果ガスの排出
抑制の更なる推進をはじめ、多額の料金収入の確保、事業利益の一部を
活用した地域脱炭素化事業への支援を行うなど、本県のカーボンニュー
トラルの実現にも大きく寄与するものと期待され、その波及効果は多方面
にわたる。

10 教育委員会事務局 高校教育課 指導担当

○「第34回全国産業教育フェア栃木大会」の開催について

［重点事業等への取組］
本県での開催が初めてとなる本大会の成功に向け、県内外の関係機関
との連携、協力を得ながら準備を円滑に進めるとともに、安全安心な大会
運営に努めた。また、高校生が主体的に活躍する姿を全国に発信できる
よう万全な支援体制を整え、産業教育の振興、発展に大きく寄与した。


